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～介護保険のサービスを利用するには～

第8期第8期

　おもな在宅サービスでは、要介護状態区分に応じて利用できる金額の上限（支給限度額）が定められてい
ます。支給限度額を超えてサービスを利用したときは、超えた分の全額が利用者の負担となります。
■おもな在宅サービスの支給限度額（1ヶ月）
要介護状態区分 支給限度額

要支援 1・事業対象者 57,364円
要支援 2 120,053円
要介護 1 191,121円
要介護 2 224,637円
要介護 3 308,347円
要介護 4 352,693円
要介護 5 412,873円

支給限度額

利用者負担の軽減について
●�介護保険の利用者負担額（保険給付対象額）が高額になったとき
1ヶ月に支払った利用者負担額（保険給付対象額）の合計（世帯に複数の利用者がいる場合は世帯の合計）
が、一定の上限額を超えた場合、超えた分を高額介護サービス費等として支給します。該当する方には、
サービス利用のおおむね3ヶ月後に申請書をお送りしますので、介護保険課へご提出ください。

●�介護保険と医療保険の自己負担額が高
額になったとき
介護保険と医療保険の両方を利用し、
世帯内で合算した年間の自己負担額
（保険給付対象額）が、一定の上限額を
超えた場合、申請により超えた分が支
給される高額医療・介護合算制度があ
ります。
●�低所得者の方が介護保険施設に入所ま
たはショートステイを利用したとき
�食費、居住費（滞在費）を軽減する制度
があります。軽減を受けるには「介護保
険負担限度額認定申請」の手続きが必
要です。

●�介護予防・生活支援サービスについては、利用するサービスにより負担額が異なります。�
くわしくは、あんしんすこやかセンターに相談してください。
●�掲載している内容は、制度改正等により変更になる場合があります。
●�紙面の都合上、一部内容を省略している場合があります。

高額介護サービス費等の
対象となる方

利用者負担額の上限
（月額）

現
役
並
み
所
得
者

が
い
る
世
帯

課税所得690万円以上
（年収約1,160万円以上） 140,100円（世帯）

課税所得380万円以上690万円未満
（年収約770万円以上約1,160万円未満） 93,000円（世帯）

課税所得145万円以上380万円未満
（年収約383万円以上約770万円未満） 44,400円（世帯）

住民税課税者がいる世帯
（現役並み所得者がいる世帯を除く） 44,400円（世帯）

世帯の全員が住民税非課税 24,600円（世帯）

・�本人の合計所得金額（年金に係る雑所得
金額を除く）と課税年金収入額との合計
が年間80万円以下の方
・老齢福祉年金の受給者

15,000円（個人）

生活保護を受給している方

サービスを利用した場合、原則として費用の1割、一定以上の所得がある方は2割または3割を
負担します。
	 �本人の合計所得金額が160万円以上で、同一世帯の第1号被保険者（65歳以上の方）の「年

金収入+その他の合計所得金額」が単身280万円以上、2人以上世帯346万円以上の方
	 �本人の合計所得金額が220万円以上で、同一世帯の第1号被保険者の「年金収入+その

他の合計所得金額」が単身340万円以上、2人以上世帯463万円以上の方

令和4年1月発行

例 利用者負担割合1割で要介護1の方が、
20万円のサービスを利用した場合

介護保険が負担（9割） 172,008円 1割 超えた分全額

利用者負担額の合計 27,992円

サービスにかかった費用 20万円
支給限度額 191,121円

利用者負担
19,113円

利用者負担
（超えた分全額）8,879円

※�上記はめやすであり、利用するサービスによって異なります。

2 割負担
の方
3 割負担
の方

サービスにかかる費用サービスにかかる費用サービスにかかる費用サービスにかかる費用

冊子内の本文には、見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを採用しています。

この冊子は環境に配慮し、
植物油インキを使用しています。

世 田 谷 区

このマークは目の不自
由な方のための音声
コードUni-Voiceです。
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有効期間と更新手続き
　認定の有効期間は、新規・区分変更の場合は6ヶ月〜12ヶ
月で、認定を更新する場合は6ヶ月～4年間です。また、事業
対象者の有効期間は最長2年間です。この有効期間が満了す
ると、介護保険のサービスは受けられませんのでご注意くだ
さい。
　引き続き介護保険のサービスを利用する見込みである場
合は、有効期間満了の日の60日前から満了の日までに、被保

険者証を添付して更新の申請をしてください。
　なお、心身の状況の変化などで介護や支援を必
要とする程度が変わったときは、いつでも区分変
更の申請ができます。

　サービス内容が決まったら、
サービス提供事業者と契約し、
ケアプランに基づきサービス
を利用します。サービス利用時
には、事業者に「介護保険被保
険者証」と「介護保険負担割合
証」を提示してください。
　ケアプランに基づいてサー ビスを利用し
た際は、かかった費用の1割〜 3割を利用者
が負担します。負担の割合
は「介護保険負担割合証」で
確認できます。
※�介護予防・生活支援サービスの
費用負担はサービスによって
異なります。

	 �居宅介護支援事業所のケアマネジャーにケアプラン（居宅
サービス計画）の作成を依頼します。ケアマネジャーが要介
護者のもとを訪問し、本人の状況、本人や家族の希望、家族や
住宅の状況などを総合的に把握してケアプラン原案を作成
し、本人、家族、専門職で協議してケアプランを決定します。

	 �お住まいの地区を担当するあんしんすこやかセンター
に、生活機能改善や向上に向けた介護予防ケアプラン（介
護予防サービス計画）の作成を依頼し、相談しながら利用
するサービス内容を決めていきます。

	 �お住まいの地区を担当するあんしんすこやかセンター
に、介護予防ケアマネジメントのケアプランの作成を依
頼し、相談しながら利用するサービス内容を決めていき
ます。ケアプランの作成を依頼した後、「介護保険被保険
者証」と「介護保険負担割合証」を交付します。

●�施設・居住系のサービスや多機能系のサービスを利用するときは、契約後、施設
や事業所のケアマネジャーがケアプランを作成します。

要介護1 〜 5の方

要支援1・2の方

事業対象者の方

●認定調査
　区の職員や区が依頼したケアマ
ネジャー（介護支援専門員）が自
宅などを訪問し、心身の状況等に
ついて本人や家族から聞き取りな どの調査を行い
ます。調査は全国共通の基準に基 づき行います。
●医師の意見書
　区が直接主治医に、心身の状 況等について
意見書の作成を依頼します。
　主治医には、あらかじめ要介 護認定の申請
をしていることを伝えておい てください。
　主治医がいない場合は、申請 した窓口に相
談してください。
●審査・判定
　認定調査の結果と主治医の 意見書をもと
に、保健、医療、福祉の専門家に よる「介護認
定審査会」で審査し、介護を必 要とする度合
い（要介護・要支援状態区分）を 判定します。

●基本チェックリストによ る判定
　あんしんすこやかセンター で、25の質問
により、生活機能がどの程度低 下しているか
判断するための「基本チェック リスト」による
判定を実施します。結果が一定 基準に該当し
た方（事業対象者）は、要支援認 定に該当しな
くても介護予防・生活支援サー ビスを利用で
きる場合があります。

　認定結果を「認定結果通知書」により通知します（原則として申請から30日以
内）。「介護保険被保険者証」と、利用者負担の割合（1割〜3割）を記載した「介護保
険負担割合証」を同時に交付します。

	【要介護状態区分】	 【利用できるサービス】

○居宅介護支援事業所
ケアマネジャーが在籍する
事業所で、ケアプラン作成や
サービス提供事業者との連
絡、調整を行います。

○ケアマネジャー（介護支援専門員）
介護に必要な知識を幅広く持った
専門家で、本人に適したケアプラン
作成や施設選びなどを行います。

要介護1 〜 5

要支援1・2

事業対象者

認定非該当

●介護サービス（介護給付）

●介護予防サービス（予防給付）
●介護予防・生活支援サービス

● 介護予防・生活支援サービス

※�65歳以上のすべての方が利用できる「一般介護予防事業」もあります。くわしくは、あんしんすこ
やかセンターに相談してください。

　介護保険のサービスを利用するには、まず、お住まいの地区を
担当するあんしんすこやかセンター（地域包括支援センター）、
または総合支所保健福祉課に相談してください。要介護・要支援
認定を受けていただくか、本人の状況によっては、認定を受けず
に介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）※の利用を勧める
こともあります。

●介護サービス・介護予防サービスの利用を希望される方
　要介護・要支援認定を受けていただく必要があります。
　認定申請は、本人または家族が、お住まいの地区を担当する
あんしんすこやかセンター、または総合支所保健福祉課の窓口
で行います。

●総合事業の介護予防・生活支援サービスの利用を希望される方
　要支援認定を受けていただくか、または基本チェックリス
トによる判定を受けていただく必要があります。くわしくは、
お住まいの地区を担当するあんしんすこやかセンターに相談
してください。
※�総合事業では、住民同士の支えあいの考え方を基本とした、介護予防や生活
支援のニーズにこたえる多様なサービスを総合的に提供しています。

認定申請に必要なもの
・介護保険被保険者証
・�健康保険被保険者証（第2号被保険者※の場合）
・�マイナンバーカード（個人番号カード） 

または通知カード（住民票記載内容と相違ない場合のみ） 
・�本人確認書類（マイナンバーカード、健康保険被保険者証、運転免許証など）
※�第2号被保険者は、40歳〜 64歳で医療保険に加入している方です。介護
サービスを利用できるのは、16種類の特定疾病により介護や支援が必要
と認定された方です。

必要に応じて基本チェック
リストによる判定

❶相談・申請

❺サービスの利用

❸認定結果の通知

❹ケアプランの作成

サービス利用の手順サービス利用の手順サービス利用の手順サービス利用の手順
❷要介護・要支援認 定、
基本チェックリストに よる判定
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通所して利用するサービス

介護サービス、介護予防サービス、介護予防・生活支援サービスが利用できます。

・「サービス費用のめやす」は、世田谷区内でサービスを利用した際の費用の例で、利用者
　負担額のめやすではありません。サービスを利用した際は、サービス費用の1割～3割
　を利用者が負担します。
 ・掲載する費用のほかに、個々のサービスの利用状況によって、加算や減算があります。
 ・サービスの種類によって、食費や居住費、宿泊費等が別途かかるものがあります。

サービス費用のめやす（1 ヶ月につき）
介護のみの場合 64,945 円～ 294,450 円
介護と看護利用の場合 94,756 円～ 337,451 円

サービス費用のめやす（3 時間以上 4 時間未満）
要介護 1 〜 5（1 回につき） 5,361 円～ 9,279 円
要支援 1（1 ヶ月） 　22,788 円
要支援 2（1 ヶ月） 　44,388 円

サービス費用のめやす（1 回につき）（7 時間以上 8 時間未満）
要介護 1 〜 5 11,011 円～ 15,806 円
要支援 1 　  　9,534 円
要支援 2 10,644 円

通所介護施設で、食事・入浴などの日常生活上
の世話や機能訓練を日帰りで行います。

医療機関や介護老人保健施設等で、リハビリテーションを日帰りで行います（要支援
の方には、介護予防を目的としたサービスを行います）。

通所施設で認知症の方を対象に、日
常生活上の世話や機能訓練等を行い
ます（要支援の方には、介護予防を
目的としたサービスを行います）。

日中・夜間を通じて1日複数回の定期訪問と随時
の対応で、介護・看護を一体的に提供します。

通所介護（デイサービス） 

通所リハビリ
テーション（デイケア）

認知症対応型
通所介護（デイサービス）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防認知症
対応型通所介護

サービス費用のめやす（1 回につき）
【通常規模の事業所の場合】
（7 時間以上 8 時間未満）

要介護 1 〜 5 7,139 円～ 12,447 円

要介護
1〜5

要介護
1〜5

要介護
1〜5

要介護
1〜5

要支援
1・2

要支援
1・2

訪問を受けて利用するサービス

地域密着型サービス

地域密着型サービス

サービス費用のめやす（1 回につき）
身体介護（30 分以上 1 時間未満） 4,514 円
生活援助（45 分以上） 2,565 円
通院などのための乗車・降車の介助（1 回につき） 1,128 円

サービス費用のめやす（1 回につき） 要介護 1 〜 5 要支援 1・2
訪問看護ステーションから（30 分未満）のサービス 5,358 円 5,130 円
病院または診療所から（30 分未満）のサービス 4,537 円 4,343 円

サービス費用のめやす
１回につき（要介護１～５） 14,364 円
１回につき（要支援１・２）   9,712 円

看護師などが居宅を訪問し、病状の観察や療養上の世話、診療の補助などを行います
（要支援の方には、介護予防を目的としたサービスを行います）。

医師・歯科医師・薬剤師・管理栄養士などが居宅を訪問し、療養上の管理や指導、
助言等を行います（要支援の方には、介護予防を目的としたサービスを行います）。

訪問介護（ホームヘルプ） 

訪問看護

居宅療養管理指導

介護職員と看護職員が、浴槽を積んだ入浴車で居宅を訪問し、入浴の介助を
行います（要支援の方には、介護予防を目的としたサービスを行います）。

リハビリの専門職（理学療法士・作業療法士等）が居宅を訪問し、リハビリテーショ
ンを行います（要支援の方には、介護予防を目的としたサービスを行います）。

訪問入浴介護

訪問リハビリ
テーション

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問
リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

サービス費用のめやす（1 回につき）
医師による指導（1 ヶ月に 2 回まで） 5,140 円

サービス費用のめやす
1 回につき（要介護 1 〜 5、要支援 1・2） 3,407 円

要介護
1〜5

要介護
1〜5

要介護
1〜5

要介護
1〜5

要介護
1〜5

要支援
1・2

要支援
1・2

介護予防訪問看護要支援
1・2

要支援
1・2

※早朝・夜間・深夜などは、割増料金があります。
※利用者以外の方へのサービスは、介護保険の対象外です。
※移送に係る費用は別途自己負担となります。

ホームヘルパーが居宅を訪問し、食事・排せつ・
入浴などの身体介護や、調理・洗濯などの生活
援助を行います。

サービス費用のめやす（1 ヶ月につき）
基本料 11,685 円

夜間の定期巡回や、通報を受けての訪問により、
排せつなどの日常生活上の世話を行います。

夜間対応型訪問介護要介護
1〜5

地域密着型サービス

要介護1 ～ 5の方が
利用できるサービス。

要介護
1〜5

要支援1・2の方が
利用できるサービス。

要支援
1・2

事業対象者の方が
利用できるサービス。

事業
対象者

原則、世田谷区に住所がある方のみが利用できるサービス。地域密着型サービス

介護予防・生活支援サービス（訪問型サービス）
ホームヘルパー等が居宅を訪問し、日常生活での援助などを行います。
くわしくは、あんしんすこやかセンターに相談してください。

介護予防・生活支援サービス（通所型サービス）
通所施設等で、日常生活での援助や機能訓練などを行います。くわしくは、あんしんすこやかセンター
に相談してください。

定員が 18 人以下の小規模な通所介護施設で、
食事・入浴などの日常生活上の世話や機能訓練
を日帰りで行います。

地域密着型通所介護 
サービス費用のめやす（1 回につき）

（7 時間以上 8 時間未満）
要介護 1 〜 5 8,175 円～ 14,257 円

要介護
1〜5

地域密着型サービス

要介護 1〜5：�通常規模の事業所の場合
要支援 1・2：�病院、診療所、老人保健

施設の場合

要支援
1・2

事業
対象者

要支援
1・2

事業
対象者

※サービス提供1回ごとに別途費用負担があります。

利用できるサービス利用できるサービス利用できるサービス利用できるサービス

※送迎を含む

※送迎を含む

※送迎を含む

※送迎を含む
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生活環境を整えるサービス

通い・訪問・宿泊を組み合わせて利用する多機能系サービス
小規模多機能型
居宅介護

介護予防小規模
多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

要介護
1〜5

要介護
1〜5

「通い」を中心とし、利用者の状況に応じ「宿泊」や「訪
問」のサービスを組み合わせて提供します（要支援の方
には、介護予防を目的としたサービスを行います）。

小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合わせて、
一つの事業者からサービスを提供します。

地域密着型サービス

地域密着型サービス

短期間入所するサービス

サービス費用のめやす
●短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護
　【介護老人福祉施設（併設型・多床室）の場合】（1日につき）
要介護 1 〜 5 6,615 円～ 9,701 円
要支援 1 4,950 円
要支援 2 6,160 円

●特定短期入所療養介護
　難病やがん末期の要介護者が利用した場合（4時間以上6時間未満） 10,115 円

介護老人福祉施設や介護老人保健施設・介護医療院などに短期間入所し、日常生活上の世話や機能訓練な
どを行います（要支援の方には、介護予防を目的としたサービスを行います）。

短期入所生活介護 /
短期入所療養介護（ショートステイ）
介護予防短期入所生活介護 /
介護予防短期入所療養介護

要介護
1〜5

要支援
1・2

要支援
1・2

サービス費用のめやす（1 ヶ月につき）
要介護 1 〜 5 115,695 円～ 300,998 円
要支援 1 38,161 円
要支援 2 77,122 円

●短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護
　【介護老人保健施設（多床室）の場合】（1 日につき）
要介護 1 〜 5 9,014 円～ 11,390 円
要支援 1 　　　6,649 円
要支援 2 8,371 円

サービス費用のめやす（1 ヶ月につき）
要介護 1 〜 5 138,061 円～　348,384 円

住宅改修費支給

地域密着型特定施設入居者生活介護

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

福祉用具購入費の支給（特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売）

介護予防住宅改修費支給要介護
1〜5

要介護
1〜5

要介護
3〜5

要介護
1〜5

要支援
1・2

要支援
1・2

手すりの取り付けや段差解消など、要件に該当する
住宅改修を行った際、1住宅につき20万円を上限
に費用を支給します（要支援の方には、介護予防に
役立つ住宅改修をした際に支給します）。

定員29人以下の小規模な有料老人ホームや軽費老人ホームなどに
入居している方に、日常生活上の世話や介護を提供します。

常時介護が必要で居宅での生活が困難な方が入所
する施設で、食事や排せつなど日常生活上の世話
や、療養上の世話を行います。

入浴や排せつなどに使用する貸与になじまない福祉用具を購
入した際に、4月〜翌年3月までの1年間に10万円を上限に購
入費を支給します（要支援の方には、福祉用具のうち介護予防
に役立つ用具を購入した際に支給します）。
●腰掛便座　●入浴補助用具　●移動用リフトのつり具の部分
●自動排せつ処理装置の交換可能部品　●簡易浴槽

【注意】	・�工事前に世田谷区への申請が必要です。
	 ・�事前申請時、または工事完了申請後に訪問調査を

行う場合があります。
	 ・�ケアマネジャーが作成する「理由書」が必要です。

【注意】
・�都道府県の指定を受けた販売事業者より購
入した場合のみ、給付対象となります。
・�販売事業所に配置されている「福祉用具専
門相談員」に必ず相談してください。
・�申請後に訪問調査を行う場合があります。

福祉用具貸与 介護予防福祉用具貸与要介護
1〜5

要支援
1・2

車いすや歩行器など日常生活の自立を助けるために必要な福祉用具を貸与します
（要支援の方には、福祉用具のうち介護予防に役立つものを貸与します）。

サービス費用のめやす　※用具の種類や貸与する事業者により費用は異なります。

【要介護1〜5】
●車いす　　　●車いす付属品　　●特殊寝台　　●特殊寝台付属品　  ●床ずれ防止用具　
●体位変換器　●手すり（工事を伴わないもの）　　 ●スロープ（工事を伴わないもの）
●歩行器　　　●歩行補助つえ　　●認知症老人徘徊感知機器　　　　  ●移動用リフト（つり具の部分を除く）
●自動排せつ処理装置（原則として要介護4〜5の方のみ）

【要支援1・2】
●手すり（工事を伴わないもの）　　●スロープ（工事を伴わないもの）　　●歩行器　　●歩行補助つえ

【注意 : 要支援 1・2 及び要介護 1 の方へ】
要支援1・2及び要介護1の方については、下記の福祉用具貸与は原則として保険給付の対象になりません。
※ただし、一定の状態像に該当する方は、例外的に給付が認められる場合があります。くわしくは、ケアマネジャーに相談してください。
①車いす（付属品含む）	 ②特殊寝台（付属品含む）	 ③床ずれ防止用具　④体位変換器
⑤認知症老人徘徊感知機器	 ⑥移動用リフト（つり具を除く）	 ⑦自動排せつ処理装置

サービス費用のめやす（1 日につき）
要介護 1 〜 5 5,864 円～ 8,796 円
要支援 1 　 　　　　1,983 円
要支援 2 　 　　　　3,389 円

サービス費用のめやす（1 日につき）
要介護 1 〜 5 8,196 円～ 9,199 円
要支援 2 　　　　　 8,153 円

有料老人ホームなどに入居している方に、日常生
活上の世話や介護を提供します（要支援の方には、
介護予防を目的としたサービスを行います）。

共同生活をする住居に入居する認知症の方に、日常生活上の世話
や機能訓練を行います（要支援の方には、介護予防を目的とした
サービスを行います）。

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同
生活介護（グループホーム）

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防認知症
対応型共同生活介護

要介護
1〜5

要介護
1〜5

要支援
1・2

要支援
2

地域密着型サービス

地域密着型サービス

地域密着型サービス

サービス費用のめやす（1 日につき）
要介護 1 〜 5 5,907 円～ 8,861 円

※要支援1の方は利用できません。

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護要介護
3〜5

定員29人以下の小規模な特別養護老人ホームで、食事や排
せつなど日常生活上の世話や、療養上の世話を行います。

サービス費用のめやす【ユニット型個室の場合】 
（1 日につき）

要介護 3 〜 5 8,752 円～ 10,267 円

サービス費用のめやす【多床室の場合】
（1 日につき）

要介護 3 〜 5 7,760 円～ 9,232 円

介護老人保健施設
（老人保健施設）

要介護
1〜5

病状が安定し、病院から退院した方など
に、在宅生活に復帰できるようリハビリ
テーションを中心としたケアを行います。

介護療養型医療施設
（療養病床等）

要介護
1〜5

比較的病状が安定し、長期間の療養が必要な方が入所
する医療施設で、医療や看護または介護を行います。
※令和5年度末までの経過措置サービスです。

介護医療院要介護
1〜5

日常的な医学管理が必要な要介護者に対し、長期療養のための
医療や看護、日常生活上の世話を行います。

【注意】
原則として
要介護 3以
上の方が対
象です。

施設に入居・入所して利用するサービス


